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1．はじめに

　本稿の内容は 2020 年 2 月に発送を行った日本
企業のグローバル・イノベーションに関するアン
ケート調査結果に基づいている。筆者はこれまで
に二回（2006 年 3 月と 2014 年 12 月），日本企業
の海外 R & D 拠点に対して，グローバル R & D
活動に関するアンケート調査を実施している（1）。
今回の調査も基本的には前二回と同様なアンケー
ト調査であるが，設問項目を見直し，グローバ
ル・イノベーションの実現に関する設問項目を追
加した。この目的は，グローバル R & D 活動の
成果が，イノベーション，すなわちグローバル・
イノベーションへ結びついているのかどうか。結
びついているとすれば，どのような構造でグロー
バル・イノベーションが実現されているのか，と

いう疑問点を解明するためである。
　本稿では，このアンケート調査結果の速報的な
集計結果に基づき，回答拠点全体の傾向，地域
別・期間別の傾向を記述的に捉える試みを行っ
た。今後，日本企業のグローバル・イノベーショ
ン研究の方向性並びに分析視覚の明確化を進め，
さらなる分析を進める必要がある。本稿はその端
緒として位置づけられる取り組みと言える。

2．調査の概要

2.1．アンケート送付先について

　今回のアンケート調査の概要は以下の通りであ
る。
　・�発送リストの作成：東洋経済新報社「海外進

出企業データ WEB（2019 年版）」を利用し，
「研究」，「開発」，「技術調査」，「試験」等，
イノベーションに関連するキーワード 17 個
で海外現地法人の事業内容を検索し，該当す
る現地法人を全てリストアップした。
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　・�これまでに実施した同様なアンケート調査
（2006 年と 2014 年に実施）に回答を返送し
た海外現地法人・R & D 拠点のリストを作
成。

　・�これまでに入手した情報に基づき，海外
R & D 活動を実施している企業の HP 等から
海外 R & D 活動拠点をリストアップ。

　以上の方法でリストアップされ，海外 R & D
活動実施が想定される海外現地法人・拠点のう
ち，
　・重複した拠点を全て削除。
　・明確な郵送先が確認できない拠点を削除。
　・�鉱山開発，不動産開発，リゾート開発など

R & D 活動と直接関わりない「開発」目的現
地拠点を削除。

　・廃止／統合／休眠が確認された拠点を削除。
　といった作業を行い，アンケート調査票送付先
リストを完成させた。結局，1123 件の送付先が
アンケート送付対象となった。
　リストアップされたアンケート調査票発送先が
多い上位 5 カ国／地域は以下の通り。
　在中国拠点 292 件，在米国拠点 282 件，在ドイ
ツ拠点 65 件，在タイ拠点 58 件　在イギリス拠点
52 件。なお，中国国内で見ると上海市宛てが 105
件で最も多く，次いで北京市宛てが 45 件，江蘇
省宛てが 43 件と続く。また米国内では，カリ
フォルニア州宛てが最も多く 104 件，次いでミシ
ガン州宛てが 29 件，マサチューセッツ州宛てが
26 件という結果であった。

2.2．アンケート設問項目について

　2006 年と 2014 年に実施した今回と同様なアン
ケート調査結果と比較分析を行えるようにするた
め，基本的な設問項目を同一なものとした。一
方，今回の調査でアンケート内容に追加した項目
として，イノベーションの実現に関する設問項目
があげられる。

問 1�　下記設問の「はい」か「いいえ」どちらか
一方にチェック印をご記入下さい。

設問
2014年－
2016年の間

2017年－
2019年の間

⑴ 　我々はイノベーショ
ンを実現した

は　い □
いいえ □

は　い □
いいえ □

イノベーションの定義について
　イノベーションとは，新しい又は改善されたプロダクト又は
ビジネス・プロセス（又はそれの組合せ）であって，当該企業
の以前のプロダクト又はビジネス・プロセスとはかなり異な
り，かつ市場に導入されているもの又は当該企業により利用に
付されているものである。
　（原典：OSLO MANUAL 2018© OECD/EUROPEAN UNION 
2018, p. 68。日本語訳文については，伊地知寛博「Oslo Manual 
2018 ：イノベーションに関するデータの収集，報告及び利用の
ための指針』―更新された国際標準についての紹介―」STI 
Horizon, 2019 Vol. 5 No. 1, pp. 41-42. （http://doi.org/10.15108/
stih.00168）から引用。）

　 以 上 の よ う に 2014 年－2016 年 と 2017 年－

2019 年の間にイノベーションを実現したか否か，
質問を行った。イノベーションの定義について
は，上述のように伊地知（2019）の定義を引用し
た。さらに，イノベーションに関連する質問とし
て

問 2�　製品開発・技術開発についてお伺いしま
す。以下の設問毎に「はい」か「いいえ」ど
ちらか一方にチェック印をご記入下さい。

設問
2014年－
2016年の間

2017年－
2019年の間

⑴ 　我々は現地市場向に
新製品（サービス）を
投入した

は　い □
いいえ □

は　い □
いいえ □

⑵ 　我々は世界市場向に
新製品（サービス）を
投入した

は　い □
いいえ □

は　い □
いいえ □

⑶ 　我々は日本市場向に
新製品（サービス）を
投入した

は　い □
いいえ □

は　い □
いいえ □

⑷ 　我々は現地市場向に
改良した製品（サービ
ス）を投入した

は　い □
いいえ □

は　い □
いいえ □
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⑸ 　我々は世界市場向に
改良した製品（サービ
ス）を投入した

は　い □
いいえ □

は　い □
いいえ □

⑹ 　我々は日本市場向に
改良した製品（サービ
ス）を投入した

は　い □
いいえ □

は　い □
いいえ □

⑺ 　我々は新技術の開発
に成功した

は　い □
いいえ □

は　い □
いいえ □

⑻ 　我々は既存技術の改
良に成功した

は　い □
いいえ □

は　い □
いいえ □

とする設問の設定も行った。
　先述したように，今回のアンケート調査は過去
に行ったアンケート調査との連続性も考え，国際
的 R & D 活動に関する設問を中心に設定してい
る。他方，アンケート調査対象海外現地法人のサ
ンプリングは，2.1. で述べたように東洋経済新報
社「海外進出企業データ WEB（2019 年版）」掲
載データを主なリソースとしている。このため，
R & D 実施の有無を事前に十分スクリーニングす
ることが困難であり，R & D 未実施拠点もサンプ
ルに含まれる可能性がある。以上の理由から，
R & D 実施海外現地法人と R & D 未実施海外現地
法人を区別するために，以下のような設問も設定
した。

問 3

R & D活動を
行っている。

1.  はい→問 4へ
お進み下さい

2.  いいえ→問 24へ
お進み下さい

※ �R & D 活動は幅広く捉えて考えます。新技術や新製品の開発
を目的とする基礎研究，応用研究，開発研究に加え，既存製
品のマイナーチェンジや製品の現地化，技術移転活動や技術
探索・情報収集も含めます。

3.　アンケート回答結果について

3.1.　回答結果概要

　「1. はじめに」でも述べたが，本アンケート調
査の発送は 2020 年 2 月に行った。各送付先には

航空郵便・EMS を利用して送付を行ったが，既
に COVID-19 の感染拡大が鮮明になっていた時
期でもあり，国際郵便事情の混乱が顕著になりつ
つあった。特に，日本から中国地域向けの発送に
ついては，既に大幅な遅延が発生している状況と
なっていた。このため，アンケート調査票の発送
時期としては，最悪と言ってよい時期に重なって
しまった。加えて，アンケート発送先 1123 件の
うち，最も多い 292 件が在中国拠点であった。国
際郵便事情の悪化が，アンケート調査の実施に悪
影響を及ぼしたことは否めないであろう。
　発送だけでなく，返送にも COVID-19 感染拡
大による国際郵便事情悪化の影響があったことは
否めない。このため，回収作業にも大きな支障を
来したと言える。本稿の集計に含まれるデータの
回答最終到着日は 2020 年 6 月 25 日であった。
　6 月 25 日までに 61 件の返送があった（返送率
5.4%）。このうち有効回答は 55 件であり，発送数
に対する有効回答率は 4.9% となっている。極め
て低い有効回答率ではあるが，アンケート実施時
期と COVID-19 の感染拡大時期が重なってしまっ
たことを考えると，多くのアンケート対象企業関
係者にご協力いただいたと感じている。
　有効アンケート票回収先の概要は表 1 と 2 に示
す通りである。

表 1　アンケート回答先地理的分布

地域
地域別
回収数

R & D
実施

R & D
未実施

アジア 22 18 4

欧　州 17 15 2

北　米 16 15 1

合　計 55 48 7

出所：安田（2020）。
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3.2.　イノベーションの実現状況

　次に「問 1 我々はイノベーションを実現した」
に対する回答は，2014 年－2016 年と 2017 年－

2019 年に分け，それぞれにつき，「はい」，「いい
え」の択一式で回答を求めた。この結果は，表 3
に示すようになっている。2014 年から 2016 年の
間にイノベーションを実現したと回答を寄せた拠
点は，55 拠点中 26 拠点（47.3%）とおよそ半数
であったが，2017 年から 2019 年の間にイノベー
ションを実現したとする拠点は 55 拠点中 34 拠点

（61.8%）に増加した。
　さらに，イノベーションの内容について質問し

た結果が「問 2　製品開発・技術開発について」
である。問 1 と同様に，2014 年－2016 年と 2017
年－2019 年に期間を分けて製品開発と技術開発
の状況を尋ねる形にした。
　この結果，「⑻我々は既存技術の改良に成功し
た」と回答した拠点が最も多く，2014 年－2016
年の間が 33 拠点（60.0%），2017 年－2019 年の間
が 39 拠点（70.9%）となっている。次に多くの回
答を集めた選択肢は，2014 年－2016 年と 2017 年
－2019 年の期間で異なっている。2014 年－2016
年の期間で多くの回答が集まった選択肢は，「⑷
我々は現地市場向に新製品（サービス）を投入し
た」と「⑺我々は新技術の開発に成功した」であ

表 2　アンケート回答先親会社業種別分布

業　種 繊　維 化　学 医薬品 パルプ・紙 印刷加工 機　械 金属製品 非鉄金属

アジア 1 4 0 0 0 1 1 0

欧　州 0 3 1 1 1 2 0 1

北　米 0 2 2 0 0 0 0 0

合　計 1 9 3 1 1 3 1 1

業　種 電気機器 精密機器 自動車・部品 輸送用機器 情報・通信 卸売業 合　計

アジア  7 1 2 1 2 2 22

欧　州  1 2 3 2 0 0 17

北　米  6 1 2 0 2 1 16

合　計 14 4 7 3 4 3 55

出所：安田（2020）。

表 3　イノベーション実現の有無

設　問 2014 年－2016 年の間

⑴　我々はイノベーションを実現した（N=55）

はい いいえ 無回答

26 27 2

47.3% 49.1% 3.6%

2017 年－2019 年の間

はい いいえ 無回答

34 20 1

61.8% 36.4% 1.8%

出所：安田（2020）。
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り，何れも 28 拠点（50.9%）の回答が寄せられ
た。一方，2017 年－2019 年の期間で二番目に多
くの回答が集まった選択肢は，「⑴我々は現地市
場向に新製品（サービス）を投入した」と「⑷
我々は現地市場向に改良した製品（サービス）を
投入した」の選択肢であり，共に 29 拠点（52.7%）
から回答があった。
　ちなみに，2014 年－2016 年の期間で三番目に
回答が多く集まった選択肢は，「⑷我々は現地市
場向に改良した製品（サービス）を投入した」で
あり，26 拠点（47.3%）という結果であった。他
方，2017 年－2019 年の期間で三番目に多くの回
答が集まった選択肢は，「⑺我々は新技術の開発
に成功した」であり 28 拠点（50.9%）が支持され
ている。
　つまり，どちらの期間であっても，上位四つの
イノベーション内容，「⑻我々は既存技術の改良
に成功した」，「⑴我々は現地市場向に新製品

（サービス）を投入した」，「⑷我々は現地市場向
に改良した製品（サービス）を投入した」，「⑺
我々は新技術の開発に成功した」ということには
変わりが無い。
　海外 R & D 活動の要因が現地の技術資源の活
用や吸収・獲得，現地市場向けを中心とする製品
の開発・改良，といった所に重点が置かれている
ことを鑑みれば，イノベーションの実現内容が技

術の改良と開発，現地市場向け製品の改良と開
発，といった回答結果になる事は十分に頷ける結
果と言える。
　また，「⑻我々は既存技術の改良に成功した」，

「⑺我々は新技術の開発に成功した」といった技
術開発関連の選択肢に多くの回答が集まった理由
として，回答拠点の属性が影響している可能性が
ある。今回回答を寄せた 55 拠点のうち，32 拠点

（66.7%）が本社研究開発／技術部門，いわゆる
コーポレート系 R & D の海外拠点となっている。
このため，既存技術の改良や新技術の開発といっ
た部分の役割が大きくなったものと考えられる。
一方，本社製品事業部門，いわゆる事業部系
R & D の回答拠点数は 7 拠点（14.6%）であった。
事業部系 R & D の回答拠点数は多くないが，「⑴
我々は現地市場向に新製品（サービス）を投入し
た」という選択肢が二番目に高い支持を集めてい
る。この理由としては，コーポレート系 R & D
海外拠点であっても，本社事業部等からのプロ
ジェクトを受注しているケースが多くあるためと
考えられる（2）。

3.3.　地域別に見たイノベーションの実現状況

⑴　地域別集計－アジア地域
　引き続き，地域別に集計した結果について眺め
てみたい。表 1 に示す通り，アジア地域の拠点か

表 4　イノベーションの内容－全体傾向

設問内容
（　）内は設問番号

2014 年－2016 年 2017 年－2019 年

はい いいえ はい いいえ

⑴　我々は現地市場向に新製品（サービス）を投入した 28 拠点
（50.9%）

25 拠点
（45.5%）

29 拠点
（52.7%）

15 拠点
（27.3%）

⑷　我々は現地市場向に改良した製品（サービス）を投入した 26 拠点
（47.3%）

27 拠点
（49.1%）

29 拠点
（52.7%）

25 拠点
（45.5%）

⑺　我々は新技術の開発に成功した 28 拠点
（50.9%）

25 拠点
（45.5%）

28 拠点
（50.9%）

26 拠点
（47.3%）

⑻　我々は既存技術の改良に成功した 33 拠点
（60.0%）

20 拠点
（36.4%）

39 拠点
（70.9%）

24 拠点
（43.6%）

出所：アンケート調査結果から筆者作成。
注：期間毎の「はい」「いいえ」の回答数が 55 に足りない件数は無回答件数となる。
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ら 22 件の回答が寄せられた。このうち，在中国
拠点の回答は 9 件となる。
　表 5 はアジア地域拠点のイノベーション実現有
無を集計した結果である。どちらの期間について
も，「はい」と回答した割合は，全体の集計結果
より高い値となっている。
　続いて，イノベーションの内容について確認し
てみたい。表 6 は在アジア回答拠点から寄せられ
たイノベーションの内容である。いずれの期間に
ついても，「はい」の回答比率が 50% 以上の設問
を取り上げた。2014 年－2016 年，2017 年－2019
年どちらの期間も，「⑴我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入した」，「⑷我々は現地市場
向に改良した製品（サービス）を投入した」，「⑻
我々は既存技術の改良に成功した」の同意回答比
率が 50% を超えている。

　従って，在アジア地域拠点のイノベーションの
内容は，現地市場向け製品と技術改良に関連する
イノベーションが中心である事が想定される。

⑵　地域別集計－欧米地域
　 次に，欧米地域拠点からの回答結果を見てみ
たい。表 7 は欧米地域拠点のイノベーション実現
有無を集計した結果である。どちらの期間につい
ても，「はい」と回答した割合は，全体・アジア
地域の集計結果より低い値となっている。
　一方，イノベーションの内容を集計した結果が
表 8 である。何れかの期間の回答比率が 50% 以
上の同意比率になっている設問を取り上げた。こ
の結果，2014 年－2016 年の前半期間は，「⑺我々
は新技術の開発に成功した」と「⑻我々は既存技
術の改良に成功した」以外に，50% 以上の「は

表 5　イノベーション実現の有無（在アジア地域回答拠点）

設問 2014 年－2016 年の間

⑴　我々はイノベーションを実現した（N=22）

はい いいえ 無回答

11 10 1

50.0% 45.5% 4.5%

2017 年－2019 年の間

はい いいえ 無回答

15 7 0

68.2% 31.8% 0.0%

出所：アンケート調査結果から筆者作成。

表 6　イノベーションの内容（在アジア地域回答拠点）

設問内容
（　）内数字は設問番号

2014 年－2016 年 2017 年－2019 年

はい いいえ はい いいえ

⑴　我々は現地市場向に新製品（サービス）を投入した 13 拠点
（59.1%）

8 拠点
（36.4%）

13 拠点
（59.1%）

9 拠点
（40.9%）

⑷　我々は現地市場向に改良した製品（サービス）を投入した 11 拠点
（50.0%）

10 拠点
（45.5%）

14 拠点
（63.6%）

8 拠点
（36.4%）

⑻　我々は既存技術の改良に成功した 11 拠点
（50.0%）

10 拠点
（45.5%）

15 拠点
（68.2%）

7 拠点
（31.8%）

出所：アンケート調査結果から筆者作成。
注：期間毎の「はい」「いいえ」の回答数が 22 に足りない件数は無回答件数となる。
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い」とする回答比率の設問は存在しなかった。ま
た，2017 年－2019 年の後半期間でも，「⑺我々は
新技術の開発に成功した」と「⑻我々は既存技術
の改良に成功した」以外に 50% 以上の「はい」
とする回答比率であった設問は，「⑴我々は現地
市場向に新製品（サービス）を投入した」と「⑵
我々は世界市場向に新製品（サービス）を投入し
た」であったが，何れの設問も「はい」とする回
答比率は 50.0% であった。

⑶　地域別集計－地域間の相違について
　なぜ，欧米地域の拠点では全体・アジア地域の
拠点と比べてイノベーションの実現比率が低く，
新技術の開発成功比率と既存技術の改良成功比率

が高かったのだろう。3.2. の全体の傾向でも触れ
たが，コーポレート系 R & D 拠点と事業部系
R & D 拠点の性格の差が反映されていると考えら
れる。表 9 は全体・アジア地域・欧米地域回答拠
点の本社 R & D 担当部門を示した結果である。
表 9 から明らかなように，在欧米拠点では「本社
研究開発／技術開発部門」に属する拠点が多く，
回答拠点全体，在アジア地域拠点では「本社製品
事業部門」をはじめとする非「本社研究開発／技
術開発部門」に属する拠点の比率が高くなる。つ
まり，在欧米地域の拠点はコーポレート系 R & D
拠点の比率が高く，在アジア地域拠点は事業部系
R & D 拠点をはじめとする非コーポレート系
R & D 拠点比率が高くなっている。当然のことな

表 7　イノベーション実現の有無（在欧米地域回答拠点）

設問 2014 年－2016 年の間

⑴　我々はイノベーションを実現した（N=33）

はい いいえ 無回答

15 17 1

45.5% 53.1% 3.1%

2017 年－2019 年の間

はい いいえ 無回答

19 13 1

59.4% 40.6% 3.1%

出所：アンケート調査結果から筆者作成。

表 8　イノベーションの内容（在欧米地域回答拠点）

設問内容
（　）内数字は設問番号

2014 年－2016 年 2017 年－2019 年

はい いいえ はい いいえ

⑴　我々は現地市場向に新製品（サービス）を投入した
15 拠点

（46.9%）
17 拠点

（53.1%）
16 拠点

（50.0%）
16 拠点

（50.0%）

⑵　我々は世界市場向に新製品（サービス）を投入した
13 拠点

（40.6%）
19 拠点

（59.4%）
16 拠点

（50.0%）
16 拠点

（50.0%）

⑺　我々は新技術の開発に成功した
19 拠点

（59.4%）
13 拠点

（40.6%）
20 拠点

（62.5%）
12 拠点

（37.5%）

⑻　我々は既存技術の改良に成功した
22 拠点

（68.8%）
10 拠点

（31.3%）
24 拠点

（75.0%）
8 拠点

（25.0%）

出所：アンケート調査結果から筆者作成。
注：期間毎の「はい」「いいえ」の回答数が 33 に足りない件数は無回答件数となる。
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がらコーポレート系 R & D 拠点では，技術開発
／改良機能の重要性が高い事が考えられる。一
方，事業部系 R & D 拠点をはじめとする非コー
ポレート系 R & D 拠点では，製品開発をはじめ
とする事業部ニーズに応える機能の重要性が高い
はずである。
　このような機能の特徴から，コーポレート系
R & D 拠点では，比較的長期的視野に立った新技
術開発のプロジェクトに取り組んでいる事が考え
られる。他方，事業部系 R & D の拠点では短期
的な要請が強く，現地市場向け製品の開発や改良
のプロジェクトに取り組んでいる事が予想され
る。
　このため，コーポレート系 R & D 拠点の場合，
成果が得られまで比較的時間が掛かる技術開発・
改良の研究テーマが多いことが想定される。これ
に対し，事業部系 R & D 拠点のでは，短期間で
成果が得られやすい製品の開発・改良テーマが多
いことが想定される。本稿で確認された地域間の
イノベーション内容の相違は，このような拠点属
性の相違を反映した結果となっている事が考えら
れる（3）。

3.4．期間別に見たイノベーションの実現状況

⑴　両期間を通じた集計結果について
　引き続いて，イノベーションを実現した拠点と
実現していない拠点に，場合分けを行った集計結
果を眺めてみたい。
　表 10 は， 両期間 （2014 年－2016 年と 2017 年－

2019 年） どちらにおいてもイノベーションを実

現したと拠点と，どちらの期間もイノベーション
を実現していない拠点を全体／地域別に集計を
行った結果である。
　両期間とも「イノベーションを実現した」と回
答を寄せた拠点は 24 拠点（43.6%），逆に両期間
とも「イノベーションを実現していない」と回答
した拠点は 18 拠点（32.7%）であった。
　両期間とも「イノベーションを実現した」拠点
で，どちらの期間とも回答比率が高かった上位二
つの設問は「⑻ 我々は既存技術の改良に成功し
た」，「⑺ 我々は新技術の開発に成功した」であっ
た。三番目に支持を集めた設問は，2014 年－

2016 年が「⑵ 我々は世界市場向に新製品（サー
ビス）を投入した」であり，2017 年－2019 年が

「⑷ 我々は現地市場向に改良した製品（サービ
ス）を投入した」であった。上位二つの設問は，
コーポレート系 R & D 拠点の影響が出ている回
答結果と考えられ，三番目に回答比率が高かった
設問は，いずれの期間においても製品開発・改良
に関連する設問である。事業に近い領域の活動が
反映された結果と言えるだろう。
　一方，両期間とも「イノベーションを実現しな
かった」と回答した拠点でも，「⑴ 我々は現地市
場向に新製品（サービス）を投入した」「⑷ 我々
は現地市場向に改良した製品（サービス）を投入
した」「⑻ 我々は既存技術の改良に成功した」が
上位の支持を集める設問となった（4）。
　また，両期間でイノベーションを実現した回答
拠点のうち R & D を実施していると回答した拠
点に，本社対応部門を尋ねたところ 13 拠点

表 9　アンケート回答拠点の日本本社 R & D担当部門

全体 在アジア地域拠点 在欧米地域拠点

本社研究開発／技術部門 32 拠点（66.7%） 11 拠点（61.1%） 21 拠点（72.4%）

本 社 製 品 事 業 部 門  7 拠点（14.6%）  4 拠点（22.2%）  3 拠点（10.3%）

本 社 販 売 部 門  0 拠点（ 0.0%）  0 拠点（ 0.0%）  0 拠点（ 0.0%）

本 社 国 際 部 門  4 拠点（ 8.3%）  2 拠点（11.1%）  2 拠点（ 6.9%）

本 社 そ の 他 部 門  5 拠点（10.4%）  1 拠点（ 5.6%）  4 拠点（13.8%）

出所：アンケート調査結果から筆者作成。
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表 10　イノベーションの有無による比較－両期間ともイノベーション実現／非実現

対象 設問項目 設問内容 両期間とも実現拠点 両期間とも非実現
全体

（N=55）
イノベーションの有無 我々はイノベーションを実現した 24 拠点（43.6%） 18 拠点（32.7%）
イノベーションの内容 前半期間 2014 年－2016 年の回答

比率が高い上位設問。
⑻�我々は既存技術の改良に

成功した（21 拠点 38.2%）
⑺�我々は新技術の開発に成

功した（19 拠点 34.5%）
⑵�我々は世界市場向に新製

品（サービス）を投入し
た（16 拠点 29.1%）

⑴�我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（8 拠点 14.5%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（8 拠点 14.5%）

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（8 拠点 14.5%）

後半期間 2017 年－2019 年の回答
比率が高い上位設問。

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（23 拠点 41.8%）

⑺�我々は新技術の開発に成
功した（16 拠点 29.1%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（16 拠点 29.1%）

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（8 拠点 14.5%）

⑴�我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（7 拠点 12.7%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（7 拠点 12.7%）

R & D 実施拠点の場合
本社側担当組織

本社研究開発／技術部門 13 拠点（23.6%） 10 拠点（18.2%）
本社製品事業部門・その他部門 9 拠点（16.4%） 4 拠点（ 7.3%）

アジア地域
（N=22）

イノベーションの有無 我々はイノベーションを実現した 10 拠点（45.4%） 6 拠点（27.3%）
イノベーションの内容 前半期間 2014 年－2016 年の回答

比率が高い上位設問。
⑻�我々は既存技術の改良に

成功した（8 拠点 36.4%）
⑴�我々は現地市場向に新製

品（サービス）を投入し
た（8 拠点 36.4%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（7 拠点 31.8%）

⑺�我々は新技術の開発に成
功した（7 拠点 31.8%）

⑴�我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（2 拠点 9.1%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（2 拠点 9.1%）

　�（三番目に多い設問が三
つ同じ割合のため省略）

後半期間 2017 年－2019 年の回答
比率が高い上位設問。

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（10 拠点 45.5%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（9 拠点 40.9%）

⑴�我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（8 拠点 36.4%）

⑶�我々は日本市場向に新製
品（サービス）を投入し
た

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した

⑹�我々は日本市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した

　（全て 2 拠点 9.1%）
R & D 実施拠点の場合
本社側担当組織

本社研究開発／技術部門 4 拠点（18.2%） 3 拠点（13.6%）
本社製品事業部門・その他部門 5 拠点（22.7%） 1 拠点（4.5%）

欧米地域
（N=33）

イノベーションの有無 我々はイノベーションを実現した 14 拠点（42.4%） 12 拠点（36.4%）
イノベーションの内容
　

前半期間 2014 年－2016 年の回答
比率が高い上位設問。

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（13 拠点 39.4%）

⑺�我々は新技術の開発に成
功した（12 拠点 36.4%）

⑵�我々は世界市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（10 拠点 30.3%）

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（7 拠点 21.2%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（6 拠点 18.2%）

⑴�我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（6 拠点 18.2%）

後半期間 2017 年－2019 年の回答
比率が高い上位設問。

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（13 拠点 39.4%）

⑺�我々は新技術の開発に成
功した（11 拠点 33.3%）

⑵�我々は世界市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（10 拠点 30.3%）

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（7 拠点 21.2%）

⑴�我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（6 拠点 18.2%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（5 拠点 15.2%）

R & D 実施拠点の場合，
本社側担当組織

本社研究開発／技術部門 9 拠点（27.3%） 7 拠点（21.2%）
本社製品事業部門・その他部門 4 拠点（18.2%） 3 拠点（9.1%）

出所：アンケート調査結果から筆者作成。
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（23.6%）が本社研究開発／技術部門と回答し，9
拠点（16.4%）が本社製品事業部門・その他部門
と回答している。一方，両期間でイノベーション
を実現していない回答拠点のうち R & D を実施
していると回答した拠点で，本社研究開発／技術
部門が日本側担当部門と回答した拠点は 10 拠点

（18.2%）であった。担当部門が本社製品事業部
門・その他部門と回答した拠点は 4 拠点（7.3%）
であった。
　どちらの期間とも「イノベーションを実現し
た」拠点と「イノベーションを実現していない」
拠点の回答差を見出しにくいものの，「イノベー
ションを実現した」拠点では技術の開発・改良に
成功したとする回答比率が高い様子を見て取れ
る。また，「イノベーションを実現していない」
拠点の回答では，現地市場向け製品の開発・改良
に対する支持が高い結果となっている。
　他方，「イノベーションを実現した」拠点につ
いて，所在地域別に回答を比較した場合，在アジ
ア地域の拠点の回答では，現地市場向け製品の開
発・改良に関する質問の回答比率が高くなってい
る。在欧米地域の拠点では，技術の開発・改良，
世界市場向け製品の開発に対する回答比率が高い
様子が窺える。

⑵ 　前半期間（2014年－2016年）の集計結果
について

　続いて前半期間（2014 年－2016 年）にイノ
ベーションを実現した拠点と，イノベーションを
実現していない拠点の回答について見てみたい

（表 11 参照）。
　この期間に「イノベーションを実現した」と回
答を寄せた拠点の数は 26 拠点（47.3%）であっ
た。逆に，「イノベーションを実現していない」
と回答した拠点の数は 27 拠点（49.1%）であり，

「イノベーションを実現していない」拠点の割合
が高い結果となった。
　前半期間（2014 年－2016 年）にイノベーショ
ンを実現した拠点の全体的な回答傾向は，上述し
た「両期間ともイノベーションを実現」拠点の回
答結果と類似しており，「⑻ 我々は既存技術の改

良に成功した」，「⑺ 我々は新技術の開発に成功
した」，「⑵ 我々は世界市場向に新製品（サービ
ス）を投入した」の設問支持率が高かった。但
し，全体の回答と異なり，「⑴ 我々は現地市場向
に新製品（サービス）を投入した」に対する支持
率も高い結果となっている。一方，同期間にイノ
ベーションを実現していない拠点の回答傾向は，
表 10「両期間ともイノベーションを実現してい
ない」拠点の前半期間回答結果と全く同一であ
り，「⑴ 我々は現地市場向に新製品（サービス）
を投入した」，「⑷ 我々は現地市場向に改良した
製品（サービス）を投入した」，「⑻ 我々は既存
技術の改良に成功した」の三設問が支持率の高い
結果となっている。
　さらに，地域別の回答結果を見てみたい。この
期間にイノベーションを実現したとする在アジア
地域の拠点で，高い支持率を集めた回答は「⑴ 
我々は現地市場向に新製品（サービス）を投入し
た」，「⑻ 我々は既存技術の改良に成功した」，「⑺ 
我々は新技術の開発に成功した」の順であった。
一方，この期間にイノベーションを実現した在欧
米拠点で支持率が高かった設問は，「⑻ 我々は既
存技術の改良に成功した」，「⑺ 我々は新技術の
開発に成功した」，「⑵ 我々は世界市場向に新製
品 （サービス） を投入した」という順序であった。
明らかに地域差が確認され，在アジア拠点では進
出先現地市場志向性が強く，在欧米拠点では世界
市場志向性が強いと理解できる。また，在アジア
拠点では技術開発よりも製品開発のウェイトが大
きいが，在欧米拠点では製品開発よりも技術開発
のウェイトが大きいという結果になっている。
　一方，イノベーションを非実現とした拠点の回
答結果では，表 10 で「両期間ともイノベーショ
ンを実現していない」と回答した拠点の回答結果
と全く同一であった。但し，ここでも地域差が見
られ，在アジア地域拠点では，「⑴ 我々は現地市
場向に新製品（サービス）を投入した」，「⑷ 我々
は現地市場向に改良した製品（サービス）を投入
した」，「⑵ 我々は世界市場向に新製品（サービ
ス）を投入した」，「⑻ 我々は既存技術の改良に
成功した」の順に回答比率が高い結果となった。
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だが，在欧米拠点の回答結果は，「⑻ 我々は既存
技術の改良に成功した」，「⑴ 我々は現地市場向
に新製品（サービス）を投入した」，「⑷ 我々は
現地市場向に改良した製品（サービス）を投入し
た」の順に回答比率が多い結果となっている。
従って，在アジア地域拠点は現地市場志向かつ製
品開発・改良志向，在欧米拠点は現地市場志向か
つ技術志向という傾向を見て取れる。
　日本本社側の対応部門による相違は見出しにく

いものの，在アジア拠点の方が在欧米拠点より
も，本社研究開発／技術開発部門に属する拠点の
回答比率が低い様子を見て取れる。こうした拠点
属性の相違が，在アジア拠点の現地市場志向性を
際立たせている可能性が考えられる。

⑶ 　後半期間（2017年－2019年）の集計結果
について

　さらに，後半期間（2017 年－2019 年）にイノ

表 11　イノベーションの有無による比較－ 2014年－ 2016年のイノベーション実現 /非実現

対象 設問項目 設問内容 実現拠点 非実現拠点

全体
（N=55）

イノベーションの有無 我々はイノベーションを実現した 26 拠点（47.3%） 27 拠点（49.1%）

イノベーションの内容 回答比率が高い上位三設問。 ⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（23 拠点 41.8%）

⑺�我々は新技術の開発に成
功した（21 拠点 38.2%）

⑴�我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（17 拠点 38.2%）

⑵�我々は世界市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（17 拠点 38.2%）

⑴�我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（11 拠点 20.0%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（11 拠点 20.0%）

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（10 拠点 18.2%）

R & D 実施拠点の場合
本社側担当組織

本社研究開発／技術部門 13 拠点（23.6%） 16 拠点（29.1%）

本社製品事業部門・その他部門 9 拠点（16.4%） 6 拠点（10.9%）

アジア地域
（N=22）

イノベーションの有無 我々はイノベーションを実現した 11 拠点（50.0%） 10 拠点（45.5%）

イノベーションの内容
　

回答比率が高い上位三設問。 ⑴�我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（9 拠点 40.9%）

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（9 拠点 40.9%）

⑺�我々は新技術の開発に成
功した（8 拠点 36.4%）

⑴�我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（4 拠点 18.2%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（4 拠点 18.2%）

⑵�我々は世界市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（2 拠点 9.1%）

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（2 拠点 9.1%）

R & D 実施拠点の場合
本社側担当組織

本社研究開発／技術部門 5 拠点（22.7%） 5 拠点（22.7%）

本社製品事業部門・その他部門 5 拠点（22.7%） 2 拠点（9.1%）

欧米地域
（N=33）

イノベーションの有無 我々はイノベーションを実現した 15 拠点（45.5%） 17 拠点（51.5%）

イノベーションの内容
　

回答比率が高い上位三設問。 ⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（14 拠点 42.4%）

⑺�我々は新技術の開発に成
功した（13 拠点 39.4%）

⑵�我々は世界市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（11 拠点 33.3%）

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（8 拠点 24.2%）

⑴�我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（7 拠点 21.2%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（7 拠点 21.2%）

R & D 実施拠点の場合，
本社側担当組織

本社研究開発／技術部門 10 拠点（30.3%） 11 拠点（33.3%）

本社製品事業部門・その他部門 4 拠点（12.1%） 4 拠点（12.1%）

出所：アンケート調査結果から筆者作成。
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ベーションを実現した拠点と，イノベーションを
実現していない拠点の回答を検討してみたい（表
12 参照）。
　まず，イノベーションの実現拠点と非実現拠点
の数であるが，実現したと回答した拠点は 34 拠
点（61.8%），反対に非実現と回答した拠点は 18
拠点（32.7%）であった。両期間とも「イノベー
ションを実現した」と回答を寄せた拠点は 24 拠
点（43.6%）であったので，後半期間（2017 年－

2019 年）だけイノベーションを実現した拠点が
増加している事になる。
　この期間の全体的な回答傾向は，イノベーショ
ンを実現した拠点において，現地市場志向性が高
まっている事を指摘できる。イノベーションを実
現したとする拠点で回答比率が高かった設問は，

「⑻ 我々は既存技術の改良に成功した」であった
が，「⑴ 我々は現地市場向に新製品（サービス）
を投入した」，「⑷ 我々は現地市場向に改良した

表 12　イノベーションの有無による比較－ 2017年－ 2019年のイノベーション実現／非実現

対象 設問項目 設問内容 実現拠点 非実現拠点

全体
（N=55）

イノベーションの有無 我々はイノベーションを実現した 34 拠点（61.8%） 18 拠点（32.7%）

イノベーションの内容
　

回答比率が高い上位三設問。 ⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（28 拠点 50.9%）

⑴�我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（21 拠点 38.2%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（21 拠点 38.2%）

⑺�我々は新技術の開発に成
功した（21 拠点 38.2%）

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（10 拠点 18.2%）

⑴�我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（8 拠点 14.5%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（8 拠点 14.5%）

R & D 実施拠点の場合
本社側担当組織

本社研究開発／技術部門 20 拠点（36.4%） 10 拠点（18.2%）

本社製品事業部門・その他部門 11 拠点（20.0%） 4 拠点（7.3%）

アジア地域
（N=22）

イノベーションの有無 我々はイノベーションを実現した 15 拠点（68.2%） 5 拠点（22.7%）

イノベーションの内容 回答比率が高い上位三設問。 ⑴�我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（12 拠点 54.5%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（12 拠点 54.5%）

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（12 拠点 54.5%）

⑶�我々は日本市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（2 拠点 9.1%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（2 拠点 9.1%）

⑹�我々は日本市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（2 拠点 9.1%）

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（2 拠点 9.1%）

R & D 実施拠点の場合
本社側担当組織

本社研究開発／技術部門 7 拠点（31.8%） 2 拠点（9.1%）

本社製品事業部門・その他部門 6 拠点（27.3%） 1 拠点（4.5%）

欧米地域
（N=33）

イノベーションの有無 我々はイノベーションを実現した 19 拠点（57.6%） 13 拠点（39.4%）

イノベーションの内容
　

回答比率が高い上位三設問。 ⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（16 拠点 48.5%）

⑺�我々は新技術の開発に成
功した（15 拠点 45.5%）

⑵�我々は世界市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（12 拠点 36.4%）

⑻�我々は既存技術の改良に
成功した（8 拠点 24.2%）

⑴�我々は現地市場向に新製
品（サービス）を投入し
た（7 拠点 21.2%）

⑷�我々は現地市場向に改良
した製品（サービス）を
投入した（6 拠点 18.2%）

R & D 実施拠点の場合，
本社側担当組織

本社研究開発／技術部門 13 拠点（39.4%） 8 拠点（24.2%）

本社製品事業部門・その他部門 5 拠点（15.2%） 3 拠点（9.1%）

出所：アンケート調査結果から筆者作成。



333

日本企業におけるグローバル・イノベーションの動向

製品（サービス）を投入した」，「⑺ 我々は新技
術の開発に成功した」の三設問の回答比率は同じ
であった（21 拠点 38.2%）。イノベーションを非
実現とした拠点でも，「⑻ 我々は既存技術の改良
に成功した」の回答比率が最も高かったが，「⑴ 
我々は現地市場向に新製品（サービス）を投入し
た」，「⑷ 我々は現地市場向に改良した製品（サー
ビス）を投入した」の二設問は，回答比率が全く
同一の第二位となった。
　他方，地域別に回答結果を見ると，明らかに異
なる回答傾向が浮かび上がる。まず，イノベー
ションを実現したと回答する在アジア拠点の回答
結果を見てみると，回答比率の高かった上位三つ
の設問は，「⑴ 我々は現地市場向に新製品（サー
ビス）を投入した」，「⑷ 我々は現地市場向に改
良した製品（サービス）を投入した」，「⑻ 我々
は既存技術の改良に成功した」の順になってい
る。一方，在欧米拠点の回答結果は，「⑻ 我々は
既存技術の改良に成功した」，「⑺ 我々は新技術
の開発に成功した」，「⑵ 我々は世界市場向に新
製品（サービス）を投入した」という順序になっ
ている。在アジア拠点の回答傾向は，これまでの
結果と同様に製品志向・現地市場志向であり，在
欧米拠点の回答傾向は技術志向・グローバル市場
志向と言える（5）。

3.5．現地に持ち込まれたイノベーションについて

　加えて，表 1 に示すように，「R & D 未実施」
と回答している拠点が 7 拠点存在する。しかしな
がら，この 7 拠点のうち 2014 年－2016 年の間に
イノベーションを実現したとする拠点が 2 拠点，
2017 年－2019 年の間にイノベーションを実現し
たとする拠点が 3 拠点存在している。これら拠点
は日本本社の R & D 機能あるいは他の拠点等の
R & D 機能を利用し，新製品や既存製品を改良し
た製品を現地市場に投入した，と考えられる回答
結果を示している。
　仮に，現地他拠点の R & D 機能や第三国拠点
などの R & D 機能を活用し，現地におけるイノ
ベーションを実現したのであれば，グローバルレ
ベルのイノベーションを実現するプロセスの存在

を示唆することになる。新興国から本国へのリ
バース・イノベーションを含め，R & D 国際化研
究でも中心的な研究テーマとなり得る R & D 分
散化と集中化の問題が，グローバル・イノベー
ション実現の構造に影響している可能性もある。
これらの問題について，更なる分析を進める必要
性を感じている。

4．おわりに

　本稿はアンケート調査結果の速報と位置付けら
れる内容となっている。このため，アンケート調
査によって得られたデータの十分な分析は行って
おらず，今後，回答結果データを統計的手法に基
づいて分析を進める必要がある。本格的な分析に
よって得られる新たな知見については，後刻，改
めて報告を行う所存である。
　また，先述したように，これまでに二回，本ア
ンケート調査と同等のアンケート調査を実施して
いる。実施済のアンケート調査結果と本アンケー
ト調査から得られたデータとの比較分析も，今
後，試みたいと考えている。
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《注》
（ 1 ）	 これらの調査で得られたデータは，江戸川大学

紀要に掲載された論文・研究ノート（安田，
2007；2017）でも利用している。

（ 2 ）	 こうした事例はインタビュー調査等でも，多数
確認出来る（安田・長平，2016）

（ 3 ）	 本稿では，単純集計結果に基づく記述的な分析
に止まっているが，機会を改めて詳細な定量分析
を実施する予定である。

（ 4 ）	 「イノベーションを実現していない」拠点が，
なぜ技術や製品の開発・改良に成功したと言える
のか，疑問に思えるかもしれない。この理由とし
ては，今回のアンケート調査で提示したイノベー
ションの定義に当てはまらないものの，少なから
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ず，イノベーションに近い活動や R & D 活動が
行われているケースが想定される。また，自拠点
以外で開発・改良された技術や製品を取り扱った
ケースも想定される。このため，「イノベーショ
ンを実現しなかった」ことと「技術・製品の開
発・改良に関与していない」ことは必ずしも関係
性はない，と言える。

（ 5 ）	 こうした地域別の傾向は，日本企業の R & D
国際化を取り上げた初期の研究である Odagiri 
and Yasuda（1996）などでも確認されている。
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